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(1)学生確保の見通し

① 入学定員の設定の考え方

本課程の元となる富山大学人間発達科学部及び金沢大学人間社会学域学校教育学

類では、出身県内での教員を希望する学生が大半であることを踏まえ、卒業生を安定

して小中学校教員として送り出していくためには、富山・石川両県の教員需要の変化

を見据えた入学定員規模の設定が必要である。 

入学定員の設定の基になるのは、両県の教員需要であり、少子化と定年退職教員の

減少という現実を基に、今後の小学校の 35 人学級の導入、特別支援学級の増加を考

慮して、将来的な教員採用枠を推計する。 

なお、推計に当たっては、富山大学及び金沢大学による共同教員養成課程であり、

双方の大学とも富山県・石川県出身者の学生の比率が高く結びつきが強いことから、

分析においては過去の実績から便宜的に各大学単位で行った。 

●富山大学側の入学定員について

少子化による必要教員数の減少という流れはあるものの、少人数学級の増加、特別

支援学級の増加といった要素もあり、一概に少子化に比例して教員採用数が減少する

とは言い難い（資料 A1-1）ことから、各県の教員退職者数を教員需要ととらえ算定す

る。 

令和元年度の富山県教育委員会の資料によると、令和 4年度入学者が卒業する令和

７年度末の富山県公立学校の退職者数は、小学校 83 名、中学校 46 名、特別支援学校

20 名の計 149 名と、高等学校 69 名であり、国立大学法人の第 4・5期中期目標（令和

4～15 年度）期間中の教員退職者数が最も少なくなる令和 12 年度は、小学校 41 名、

中学校 37 名、特別支援学校 19 名の計 97 名と、高等学校 26 名である（資料 A1-2）。 

東海北陸地区の総合大学における教員養成学部のミッションの再定義では、各県の

小学校教員占有率が 21～47％となっており、共同教育課程を設置し、高度な教育を展

開することにより、富山県の教員採用での占有率を 40％と設定する。これにより富山

県内においては、今まで富山大学人間発達科学部の教員養成の中心であった小学校、

中学校、特別支援学校において 39 名の教員需要があると考えた（資料 A1-3）。これま

で、保育士就職者数の平均が 9名程度であることから、幼稚園教諭免許を取得して就

職する者は、少子化の影響を考慮しても半数程度の 4名を見込む（資料 A1-4）。 

過去 5 年間（平成 27 年度～令和元年度）に富山県で教員となることを希望して富

山県公立学校教員採用試験を受験した者は平均 34.8 名であり（資料 A1-5）、主に富山

県出身者となっている。この人数は富山県の教員採用での想定占有率 40％から算定

した小学校、中学校、特別支援学校において 39 名の教員需要と同程度となる。今後

の 18 歳人口の減少から教員を志望する志願者の絶対数の減少も考えらえるが、後述
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するように北陸地域では高卒者の県外、域外への進学が非常に多く、特に富山県や福

井県においては大学進学者の収容力が 50％程度と低いため、共同教員養成課程（仮

称）を設置し、その魅力をアピールすることで富山県や北陸地域で教員を志望する学

生の入学を促すことができ、富山県や北陸地域で小学校・中学校・特別支援学校の教

員となることを希望する学生の数を従来と同程度に維持できると考える。また、過去

5 年間の高等学校への就職者数は 5 年間の平均値が 1.8 名となっており、教員養成機

能を強化することで 3名程度の就職者数を見込んでいる。 

富山大学人間発達科学部は教員養成機能を有した一般学部であるため、入学定員

170 名のすべての学生が教員を志望しているわけではない。過去の卒業生全体に占め

る教員就職率（幼稚園、小学校、中学校、高等学校）は、平成 21 年度～令和元年度の

平均で約 34.8％であった。その他は、一般企業、官公庁、保育士、社会福祉士への就

職や大学院進学者であった（資料 A1-4）。しかしながら、過去 5年間（平成 27 年度～

令和元年度）で毎年度 97～119 名の学生が教員免許を取得しており、教員採用試験実

受験者数は 5 年間の平均値が 63.4 名で、その合格率は約 62.5％であった。そのうち

富山県公立学校教員採用試験実受験者数は 5 年間の平均値が 34.8 名で、その合格率

は約 71.8％となっており、特に地元である富山県での公立学校教員採用試験の合格

率は非常に高いと言える（資料 A1-5）。これは、富山県教育委員会との連携の下、地

元富山県での実情に合わせた教員養成が実現できているからであると考えられる。一

方で、富山県以外での教員採用試験の合格率が富山県に比してやや低いことは、これ

までの学部の課題であった。そこで、金沢大学とともに現代的教育課題に対応できる

質の高い教員養成を目指す共同教員養成課程（仮称）を設置し、次世代の児童・生徒

を育てる、社会が要請する教員を輩出する体制を構築することで、入学時から教員志

望の強い優秀な学生を確保し、入学者全員を石川県も含めた他県においても十分に通

用する資質・能力を備えた教員として養成することが可能になると考えている。 

県外の教員需要を検討するにあたって、富山大学人間発達科学部における入学者の

都道府県別割合を見てみると、過去 5年の平均で、1位富山県 40％、2位石川県 25％、

3位福井県 6％、4位長野県 5％、5位新潟県 4％となっており、上位 3県で約 71％（教

員養成の中心となっている発達教育学科では 76％）を占めている（資料 A1-6）。また、

富山大学人間発達科学部の過去 5年の教員採用試験合格者の実績では、全国の公立学

校への教員就職者数の 5 年間の平均値が 37.6 名であるのに対し、富山県の公立学校

への教員就職者数の 5 年間の平均値が 23.6 名、同じく石川県で 10.8 名、福井県で

1.0 名となっている。富山県、石川県、福井県での教員就職者数が全体の 9 割以上を

占めていることから（資料 A1-5）、富山大学人間発達科学部に教員を志望して入学し

てくる優秀な学生は、この 3県に集中していることがわかる。 

この富山、石川、福井の 3県での教員需要の見通しとして、先程の富山県教育委員

会提供の資料では比較が困難であるため、令和元年度 学校教員統計調査 都道府県

別 年齢別 本務教員数の資料から推計すると、令和４年度入学者が卒業する令和７
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年度の富山県公立学校の退職者数が 316 名（小学校 113 名、中学校 80 名、高等学校

92 名、特別支援学校 31 名）であり、国立大学法人の第 4・5期中期目標（令和 4～15

年度）期間中の教員退職者数が最も少なくなる令和 14 年度で 143 名（小学校 47 名、

中学校 47 名、高等学校 27 名、特別支援学校 22 名）である。そして、令和 7 年度か

ら第 5期中期目標期間終了時の令和 15 年度までの退職者数の平均は、約 182.8 名（小

学校 62.9 名、中学校 48.9 名、高等学校 44.9 名、特別支援学校 26.1 名）となってい

る。石川県では、令和７年度の石川県公立学校の退職者数が 251 名（小学校 95 名、

中学校 51 名、高等学校 77 名、特別支援学校 28 名）であり、令和 4～15 年度の教員

退職者数が最も少なくなる令和 9年度で 120 名（小学校 46 名、中学校 32 名、高等学

校 28 名、特別支援学校 14 名）である。福井県では、令和７年度の福井県公立学校の

退職者数が 251 名（小学校 113 名、中学校 69 名、高等学校 44 名、特別支援学校 25

名）であり、令和 4～15 年度の教員退職者数が最も少なくなる令和 15 年度で 144 名

（小学校 60 名、中学校 35 名、高等学校 32 名、特別支援学校 17 名）である（資料 A1-

7、C2）。そして、令和 4～15 年度の富山、石川、福井の 3県の教員退職者数の合計が

最小となるのは令和 15 年度で、449 名と想定される。 

過去 5 年間（平成 27 年度～令和元年度）の富山大学人間発達科学部の石川県での

教員採用試験の受験者数は 5 年間の平均値が 20.0 名、福井県での教員採用試験の受

験者数は 5年間の平均値が 3.6 名であり、共同教員養成課程により石川県、福井県の

学生に魅力をアピールすることにより、石川県での教員志望学生 25 名、福井県での

教員志望学生 5名となることを見込んでいる。また、教員を志望して入学してくる学

生は富山県、石川県、福井県が中心であったことから、共同教員養成課程になること

で、それ以外の都道府県から入学を志望する学生が減少することが想定される。現在、

富山大学人間発達科学部の志願者、入学者の都道府県別割合から、入学者に占める富

山県出身者の割合は約 40％であるが、50％程度になることを見込み、富山県、石川県、

福井県以外の出身者は 9名程度と想定する。 

この石川県出身者の 25 名が石川県で教員として採用された場合、令和 7 年度の石

川県の教員退職者数 251 名の 10.0％、令和 7 年度から令和 15 年度の石川県の教員退

職者数の平均 159.6 名の 15.7％となることが想定される。また、福井県出身者の 5名

は、令和 7 年度の福井県の教員退職者数 251 名の 2.0％、令和 7 年度から令和 15 年

度の福井県の教員退職者数の平均 181.2 名の 2.8％となることが想定される。このこ

とから、共同教育課程の富山大学としての石川県での 25 名、福井県での 5 名の教員

養成数は、適切な規模と考えられる。 

さて、富山大学人間発達科学部では、過去 5年間の一般選抜前期の富山県出身の志

願者数の平均は 103.4 名、入学者は 43.8 名で倍率 2.4 倍、石川県出身の志願者数は

平均 62.8 名、入学者は 24.8 名で倍率 2.5 倍、福井県出身の志願者数は平均 15.6 名、

入学者は 7.6 名で倍率 2.1 倍となっている（資料 A1-8）。 
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共同教員養成課程（仮称）の富山大学側の定員を現在の富山大学人間発達科学部の

定員 170 名の 1/2 の 85 名とすることで、3 県の出身学生の志願倍率は 4.0 倍以上と

なり、教員志望の強い優秀な学生を選抜し、入学させることができる。これまでも富

山大学人間発達科学部の学生は、前述したように教員採用試験の合格率が高い。また、

その能力も、富山大学人間発達科学部・人間発達科学研究科卒業（修了）生の就職先

調査（小学校教員採用者対象）によれば、本学の卒業（修了）生の社会人としての資

質・能力（総合評価）の平均は 2.9（4 段階評価）、教員としての資質・能力（総合評

価）の平均は 2.9（4 段階評価）であり、すべての項目において平均 2.5 以上と評価

が高い（資料 A2）。 

富山大学人間発達科学部が新たに教員養成学部に生まれかわり、定員が従来の半分

になって志願倍率が高くなることを考慮にいれると、上で述べた富山県出身の予想入

学者数約 46 名（小・中・特支 39 名、幼 4 名、高 3 名）、石川県出身の予想入学者数

約 25 名、福井県出身の予想入学者数約 5 名のレベルの高い学生たちが全員教員とな

ることは、占有率の点を考慮しても十分に可能である。さらに、長野と新潟など他県

から 9名の入学者が、過去の入学者の都道府県別割合に照らして見込まれるが、北陸

三県同様に質の高い学生がより高い倍率をくぐりぬけて入ってくることと、これらの

県からの入学者は各県数名程度であることから、共同教員養成課程の高いレベルの教

育を通じて、全員を教員として就職させることが十分に可能である。ついては、計 85

名を養成数と想定した。 

以上より、入学定員を 85 名と設定することが妥当であると判断した。 

●金沢大学側の入学定員について

共同教員養成課程設置予定の令和４年度前の令和３年度末の石川県公立学校教員

退職者数は約 329 名の見込みである（資料 C2）。 

令和４年度入学者が卒業する令和７年度末の退職者は 251 名であり、令和３年度末

の退職者数を100とすると令和７年度末の退職者数は76.3％であり23.7%退職者数が

減少する。すなわち、児童・生徒数が現状のままならば 23.7％分の採用者数が計算上

減少する。一方の生徒数について、『石川県 年齢（各歳）別、男女別推計人口（令和

元年１０月１日現在）』より算出（推計）した令和４年度の石川県小学校・中学校生徒

数推計数は 85,333 名であるが、４年後の令和７年度の推計数は 81,589 名となり、

3,744 名（4.4％）減少する。特に小学生は令和４年度 55,224 名から令和７年度 53,259

名と 1,965 名減少（3.6%）する。小学校の 35 人学級は徐々に進行していくうえ、小

学校の配置や学級数も一律ではないためあくまで参考に留まるが、1 クラス 35 名学

級とすると、1,965 名は約 56 クラス分となり、その分の教員数が不要となる計算であ

る。 

児童・生徒数が令和４年度のままならば、令和７年度末の退職者数 251 名の採用を
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維持となるが、56 クラス分の減少となると、令和８年度採用者数は計算上 195 名（令

和３年度末退職者数 329 名の約 59.3％）で済むことになるため、その分共同教員養成

課程の定員も削減する必要があるのではないかと見込まれる。 

従来、金沢大学人間社会学域学校教育学類においては、定員を 100 名としていた。

これは、石川県における教員のうち、小学校教員の占有率が３割としたミッションの

再定義での記載や、石川県内における小学校の幹部職員の約３割が本学の卒業生（ミ

ッションの再定義での明示）であり本学卒業生の質が高い状況にあるため採用者数が

減少しても県内採用者の占有率は約３割程度になると推察し、教員需要が減少しても

石川県内においては、約 58 名の教員採用が見込めると考えたためである。さらに、

同学校教育学類では、今後、県外における教員需要も減少すると考え、令和３年度入

試で定員を 100 名から 85 名に削減した。 

隣県である富山県と福井県には、過去 5 年の実績では、両県合わせて年平均 16.8

名が小・中学校教員として正規採用されている（資料 A3）。また、富山県と福井県に

ついで入学者が多い新潟県には過去 5 年の実績で年平均 3 名弱が正規採用されてい

る。福井県、富山県の公立学校の教員退職者数の推移は前述のとおりであるが、金沢

大学出身者の教員占有率が変わらないと仮定すると、富山・福井両県への小・中学校

教員就職者数は両県合わせて 10 名程度と見込まれる。一方、新潟県の小・中学校の

教員退職者数は、令和 7 年末で令和 3 年末比の 22％減、その後も 20％程度の減少の

時期が続くが（資料 C2）、金沢大学からの教員就職者数が多くないことからそれほど

大きな変化はないと見込まれる。 

以上は石川県、富山県、福井県、新潟県の、小・中学校の教員需要の動向に基づい

た見込みであるが、金沢大学学校教育学類からは県内外の高校教員としてここ5年間、

毎年 6名から 8名の就職がある。また、上記 4県以外においても、毎年 6名前後が教

員として就職している。高校教員および上記4県以外の教員需要も変動があるものの、

各県 1から 2名程度の数であり、金沢大学に集う学生のレベルの高さを考慮に入れる

と、共同教員養成課程の充実した教育内容によって教員志望者を育てることで、高校

教員 7 名、上記 4 県以外の公立小・中学校教員 7 名の 14 名分を定員に見込むことは

十分可能である。 

今後、少人数学級の増加、特別支援学級の増加があり、少子化に比例して教員採用

数が減少するとは言い難い（資料 A1-1）ことも考慮すると、今後、一定期間、本学が

考察した教員需要が推移すると見込み、現在の定員である 85 名が妥当であると考え

る。 

富山大学、金沢大学 85 名ずつの定員は、単に教員需要の点から妥当性があるだけ

でなく、下記(4)で述べているような高い資質能力を持ち、地域の中核となる教員を

育て、地域の教育を支えていくという点からも妥当であると考える。 

このことを踏まえての共同教員養成課程の完成年度までの富山大学、金沢大学の

募集人員（入学定員）、各系の入学定員の計画を以下のとおりとする。 
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富山大学

選抜区分 一般選抜 総合型選抜 特別選抜 帰国生

徒選抜 

社会人

選抜 

合計 

入学年度

（令和） 

前期日程 後期日程 総 合 型

選抜Ⅰ 

総 合 型

選抜Ⅱ 

学校推薦

型選抜Ⅱ 

４ 62 10 5 3 5 若干名 若干名 85 

５ 62 10 5 3 5 若干名 若干名 85 

６ 62 10 5 3 5 若干名 若干名 85 

７ 62 10 5 3 5 若干名 若干名 85 

金沢大学人間社会学域学校教育学類 

選抜 

区分 

一般選抜 KUGS特別入試 

（総合型選抜Ⅱ） 

KUGS特別入試 

（学校推薦型選抜Ⅱ） 

文系 

一括入試 

合計 

選考 

年度 

(令和) 

石川 

県枠 

美術 保健 

体育 

家政 特別 

支援 

国語 

社会 

英語 

数理 音楽 

４ 58 3 3 5 3 4 2 1 4 2 85 

５ 58 3 3 5 3 4 2 1 4 2 85 

６ 58 3 3 5 3 4 2 1 4 2 85 

７ 58 3 3 5 3 4 2 1 4 2 85 

以上より、両大学共同教員養成課程の完成年度までの各年度の入学定員の合計数を 

170 人とする。 

② 定員充足の見込み

（志願状況） 

富山大学人間発達科学部は、平成 17 年 10 月に教育学部から改組し、教員養成機能

を持つ一般学部として、発達教育学科と人間環境システム学科の 2つの学科で構成さ

れている。平成 28 年度以降の発達教育学科及び人間環境システム学科の入学試験の

競争倍率は、資料 B1-1 に見られるように、入試全体では 2.1～2.9 倍であるが、前

期日程と後期日程を合わせた一般入試では 2.0～2.9 倍である。一方、推薦入試にお

いては、2.1～3.3 倍と 2倍を上回っており、平成 29 年度と令和２年度は 3倍を超え

ている。 

平成 28 年度以降の金沢大学人間社会学域学校教育学類の入学試験の競争倍率は、

資料 B1-2 に見られるように、入試全体では 1.8～2.3 倍であるが、前期日程では 1.8

～2.3 倍である。一方、推薦入試においては、専修により 1.0 倍台から 4.0 倍までと

増減がある。  
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周辺大学の教育学部の志願状況と比べると、両大学とも志願倍率は少し低いが、お

おむね 2 倍の安定した倍率であり、富山大学側の定員を 85 名減員することを考慮す

ると、両大学の入学定員の合計数 170 名は、受験生の学力を評価し、入学者を選抜で

きるだけの志願状況を維持できると考えられる（資料 B2）。 

（地元からの志願状況） 

最近５ヵ年（平成 28 年～令和 2 年）の富山県内の高校等出身者の内訳を示したも

のが資料 B3-1 である。富山大学人間発達科学部の場合、全志願者のうち地元からの

志願率は約 40～42％程度で、合格者・入学者での富山県内の高校等出身者の比率は、

年度により増減はあるものの、ともに平均 40％程度であるが、石川県の高校等出身者

を加えた場合、志願率は 65～67％で、合格者・入学者での同比率は、年度により増減

はあるものの、60～75％と高い数値を示しており、両県の高校生からの期待度がうか

がえる。 

この傾向は金沢大学学校教育学類の場合も同様であり、最近５ヵ年（平成 28 年～

令和 2年）の石川県内の高校等出身者の内訳を示したものが資料 B3-2 である。金沢

大学の場合、地元からの志願率は 45～54％で、合格者・入学者での石川県内の高校等

出身者の比率は、年度により増減はあるものの、ともに平均 45％程度であるが、富山

県の高校等出身者を加えた場合、志願率は 60～68％で、合格者・入学者での同比率に

ついても、年度により多少増減はあるものの、60～65％と高い数値を示していること

から富山県、石川県の高校生の地元志向の高さがうかがえる。 

この両大学の状況は、他県（富山県・石川県以外）出身者に比べ学力レベルの高い

県内出身者が多数受験し、合格・入学していることを示している。実際、高校の進路

指導教員との面談でも、「学年の成績の良好な生徒に受験を薦めている」との声があ

る。 

富山県及び石川県以外の入学者の構成としては、同じ北陸地区の福井県が多く、そ

のほかは隣県の新潟県、長野県、岐阜県であり、全体的には北陸地区又は隣接県から

の学生が多い。他県出身の入学者の構成としては、金沢大学では隣接県の福井県、富

山県が、また、富山大学では近隣の北陸地区の石川県、福井県は多いが、そのほかは

最大でも 5％以下である。（資料 B4） 

実際、令和２年度の富山大学人間発達科学部志願者数のベスト30(31校)をみると、

14 校が富山県の高校、12 校が石川県の高校であり、さらにベスト 20(21 校)に絞る

と、11 校が富山県の高校、9校が石川県の高校である。 

また、令和２年度の金沢大学人間社会学域学校教育学類の志願者数のベスト 25(25

校)をみると、6 校が富山県の高校、13 校が石川県の高校であり、さらにベスト 15(17

校)に絞ると、4校が富山県の高校、10 校が石川県の高校である。 

このように両大学とも、入学志願者は富山県と石川県出身者でほぼ占められている。

それぞれ大学所在県からの志願者が多いのは、学部・学類と県内高校・県教育委員会

との間で培われた強い連携・信頼関係が、進路指導の先生などからのアドバイスなど
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を通して、受験生の志願動向にも反映しているためと考えられる。また石川県の高校

生が富山大学を、富山県の高校生が金沢大学を志願することも多いのは、両県が隣接

し、かつ、大学所在地の距離も近いという理由にとどまらず、学部・学類が隣県の高

校と個別に連携関係を築くことに努めてきた成果でもある。このような条件の下で、

高校生の強い地元志向の傾向が今後大きく変わるということは考えられない。つまり、

両大学にとって両県内からの志願者の確保が、定員充足ということだけでなく、入学

者の学力レベルの確保という点でも極めて重要なものであることが分かる。 

（富山県、石川県内高校生に対する共同教員養成課程についての意識調査） 

富山大学人間発達科学部では、共同教員養成課程設置構想に対する現役高校生の意

見を聞くことを目的として、令和３年３月から５月にかけてアンケート調査を実施し

た。アンケートは、富山大学人間発達科学部への進学者が多い富山県内の高校９校の

生徒（令和３年度現在３年生）に対して、共同教員養成課程設置構想のパンフレット

を読んだうえでアンケートに回答してもらった。以下にアンケートの集計結果につい

て述べる。（資料 B5-1）。 

回答者は９校合計で 844 名であった。 

共同教員養成課程を作ることによって期待される特徴については、資料 B5-1 の①

から⑤のような回答が得られた。これを見ると、①から⑤の項目全てにおいて、肯定

的な回答が 85％を超えており、高校生が共同教員養成課程に対して非常に肯定的に

受け止めていることが分かる。特に、取得免許の選択肢が広がる、金沢大学の教員が

専門とする分野の教育が受けられること、遠隔メディアシステムにより金沢大学の授

業を富山大学で受講できることに対しては 90％以上の高校生が魅力と感じていると

回答している。また、メディアを使うことにより、ほとんどの講義を自大学で受講で

きることにメリットを感じつつ、相手大学の学生との交流にも高い期待を持っている

ことが分かる。 

総合的に見て、共同教員養成課程に入学したいかという問いに対しては 46％の高

校生が「入学したい」、「できれば入学したい」と回答している。その理由を聞いたと

ころ、「地元の大学だから」と、「教員になりたいから」が大きな理由であるものの、

「共同教員養成課程に魅力を感じたから」という回答も多くあった。今後広報活動に

積極的に取り組むことにより、高校生の理解を得ることは十分に可能であると考えら

れる。 

共同教員養成課程に対する感想について自由記述で書いてもらった典型的な意見

をみると、総体として、２つの大学が共同で教員を養成することで視野が広がってよ

い、選択の幅が広がる、教員を目指すにはとても魅力的であり、是非受験したいと思

っている高校生が多く、期待感が高いことがわかった。 

同様に、金沢大学人間社会学域学校教育学類においても、石川県内の高校を中心に、
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金沢大学人間社会学域学校教育学類への志願者数の多い高校の生徒（令和３年度現在 

３年生 402 名）に対して、令和３年３月から５月にかけて共同教員養成課程の構想に

ついてのアンケート調査を実施した。実施に当たっては、事前に進路指導の教員に連

絡して、関心のある生徒に集まってもらい、本設置構想の概要（設置の背景・必要性、

目的・趣旨、共同教員養成学部の特色、教育課程の概要・特色、入学試験の概要等）

を説明した文書を配布し、その上で、本設置構想に関する意見および入学意思などの

設問についての回答を得た。(資料 B5-2)  

回答者総数 402 名のうち、総合的に見て富山大学・金沢大学共同教員養成課程に

「入学したい」と回答した高校生は 75 名であり、「入学したい」と回答した 9割の学

生が入学すると仮定すると、67 名となり、「①入学定員設定の考え方」で示した石川

県の教員採用見込み数である 58 名をカバーできることとなる。さらに「できれば入

学したい」という生徒まで含めると 228 名となり、そのうちの 8割が受験すると仮

定すると定員に対する倍率が 2倍以上となり、入学者の質の保証も可能である。 

「入学したい」、「できれば入学したい」と答えた高校生にその理由を複数回答で尋

ねたところ、「地元の大学だから」と答えた生徒が 112 名、「教員になりたいから」が

139 名であるのに対し「共同教員養成課程（仮称）に魅力を感じたから」も 94 名の回

答があった。この数字から、共同教員養成課程が設置されたとしても、従来教員を目

指すために金沢大学に入学してきた生徒たちの大学選択が大きく変わることがない

ということがうかがわれる。 

自由記述欄の意見では両大学の連携によって教育や学生の交流の幅が広がること

に期待が寄せられる一方で、共同教員養成課程の具体的な内容についての質問も多く、

今後しっかりと広報活動をしていく必要がある。 

（人口動態及び大学等進学率の動向） 

富山県、石川県、福井県の人口動態調査(資料 B6)を見ると、18 歳人口は令和元年

度では富山県 9,966 人、石川県 11,512 人であり、福井県は 7,633 人となっている。

大学受験年齢の 18 歳となる人口の将来推計で考えると、社会増・減を考えに入れな

いと、富山県では 5 年後に約 89％、10 年後に約 80％、石川県では 5 年後に約 87％、

10 年後に約 82％と大きく減少している。福井県は 5 年後に約 92％、10 年後に 約

87％と少し緩やかな減少となっている。富山県及び石川県では急速に少子化が進行す

ることが想定される。 

大学等への進学率については、過去 5年間では、富山県は平均で 52％程度、石川県

は 54～55％、福井県は平均 56％程度でほぼ安定している。(資料 B7) 

北陸地域では高卒者の県外、域外への進学が非常に多く、2017 年度では富山県は

79.5％、石川県では 55.3％、福井県では 68.6％が県外に流出している。また大学進

学者の収容力は 2017 年度で富山県は 53.7％、石川県は 104％、福井県は 55.6％と富

山県、福井県で低くなっている。2040 年度の大学進学者数推計でも富山県は収容率

77.6％、福井県 69.9％と推計されている（H29 文科省データ）(資料 B8)。  
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以上のことをまとめると、少子化に伴う教員需要の減及びそれを加速させる退職教

員の減(後述)という現実を踏まえ、地元志向の強い高校生に対し質の高い教員養成教

育を基礎にして、教員就職に確実に繋がる定員管理を行うことが大切であり、富山大

学側の入学定員を 85 名減員することで、両大学の共同教員養成課程ともに定員を十

分充足できる状況にあるといえる。 

③ 教員需要について

（県内・近隣大学の中学校教科免許状況） 

富山県・石川県内の大学の幼稚園、小学校及び中学校教科の免許状況を資料 C1 に

示している。令和 3 年 4 月時点で、富山大学人間発達科学部は、中学校教科の国語、

音楽、美術、家庭、技術を除く５教科、また、金沢大学人間社会学域学校教育学類は、

中学校教科の技術を除く全ての教科について教員免許は取得可能である。富山県・石

川県内の他大学では、中学校教科のうち、社会、英語、保健体育等については複数の

大学で免許取得が可能となっているが、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支

援学校までの教員免許の取得が可能な大学は限られており、両県の幼稚園及び義務教

育課程等の運営にとって、富山大学と金沢大学はその基幹的な位置を占めていること

がわかる。 

（年齢別教員数） 

富山、石川、福井の 3県の教員需要の見通しは、令和元年度 学校教員統計調査 都

道府県別 年齢別 本務教員数の資料から推計すると、令和４年度入学者が卒業する

令和７年度の富山県公立学校の退職者数が 316 名（小学校 113 名、中学校 80 名、高

等学校 92 名、特別支援学校 31 名）であり、国立大学法人の第 4・5 期中期目標（令

和 4～15 年度）期間中の教員退職者数が最も少なくなる令和 14 年度で 143 名（小学

校 47 名、中学校 47 名、高等学校 27 名、特別支援学校 22 名）である。そして、令和

7 年度から第 5 期中期目標期間終了時の令和 15 年度までの退職者数の平均は、約

182.8 名（小学校 62.9 名、中学校 48.9 名、高等学校 44.9 名、特別支援学校 26.1 名）

となっている。石川県では、令和７年度の石川県公立学校の退職者数が 251 名（小学

校 95 名、中学校 51 名、高等学校 77 名、特別支援学校 28 名）であり、令和 4～15 年

度の教員退職者数が最も少なくなる令和9年度で 120名（小学校46名、中学校32名、

高等学校 28 名、特別支援学校 14 名）である。福井県では、令和７年度の福井県公立

学校の退職者数が 251 名（小学校 113 名、中学校 69 名、高等学校 44 名、特別支援学

校 25 名）であり、令和 4～15 年度の教員退職者数が最も少なくなる令和 15 年度で

144 名（小学校 60 名、中学校 35 名、高等学校 32 名、特別支援学校 17 名）である（資

料 A1-7、C2）。そして、令和 4～15 年度の富山、石川、福井の 3 県の教員退職者数の

合計が最小となるのは令和 15 年度で、449 名と想定される。 
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（教員養成課程の大学別就職状況） 

文科省提供の教員養成課程の大学別就職状況(資料 C3)によると、金沢大学の教員

就職率は、平成 31 年 3 月は 54.9％であるが、令和 2 年 3 月では全国平均を上回る

61.5％となっている。平成 29 年～令和 2 年での石川県内での教員採用試験における

採用合格者数は新卒で 25～27 名であり、教員採用試験合格者数のおよそ半数が石川

県での合格者となっている（資料 C3、C4）。金沢大学の教員養成は十分に機能してい

るが、教員の多忙化等が社会問題として大きく報道されるようになり、学生は教員と

して将来展望に不安を持ち、やりがいを見出しにくい傾向が見られるようになったこ

と、さらに、民間企業等の就職もしやすくなっていることから、現状に満足すること

なく教員養成課程の不断の改善を行うことが必要と考えている。 

一方、既に述べたように、富山大学人間発達科学部は教員養成機能を有した一般学

部であるため、入学定員 170 名のすべての学生が教員を志望しているわけではない。

過去の卒業生全体に占める教員就職率（幼稚園、小学校、中学校、高等学校）は、平

成 21 年度～令和元年度の平均で約 34.8％であった。その他は、一般企業、官公庁、

保育士、社会福祉士への就職や大学院進学者であった（資料 A1-4）。しかしながら、

過去 5 年間（平成 27 年度～令和元年度）で毎年度 97～119 名の学生が教員免許を取

得しており、教員採用試験実受験者数は 5 年間の平均値が 63.4 名で、その合格率は

約 62.5％であった。そのうち富山県公立学校教員採用試験実受験者数は 5 年間の平

均値が 34.8 名で、その合格率は約 71.8％となっており、特に地元である富山県での

公立学校教員採用試験の合格率が非常に高くなっている（資料 A1-5）。人間発達科学

部の就職状況をみると、一般企業、公務員、学校教員、社会福祉士などバランスよく

職種がわかれて就職しており、教員以外の分野への就職率の高さは、「多様な教育人

材の育成」を教育理念、ディプロマポリシー等として掲げている結果であり、多様な

分野での本学部卒業生の評価の高さを示すものでもあるが、富山県の教育委員会や高

校生が期待している教員養成の方向性が弱まってしまったことは、学部としての課題

である。この課題への対応として人間発達科学部では、この数年、学生の教員志望の

意欲を刺激し、また教員免許取得を促進するためのカリキュラムの改善を図っている。 

(2) 学生納付金の設定の考え方

学生納付金は、「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令(平成 16 年文部科

学省令第 16 号)に定める｢標準額｣と同様であり、授業料年額 535,800 円、入学料 

282,000 円である。学生の確保の見通しを考える上で設定する周辺競合校（福井大学、

上越教育大学）と同一の条件である。
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(3) 学生確保に向けた具体的な取り組み状況

（学部オープンキャンパスへの高校生の参加状況等） 

学部の広報活動の重要な柱となっている富山大学のオープンキャンパス（OC）での

人間発達科学部プログラム及び金沢大学の OC 及びキャンパスビジット・スタディプ

ログラムの参加状況についてみると、おおむね入学定員を大きく上回る高校生が参加

している（資料 D1）。直近の令和２年度は、新型コロナウイルス対応の関係でオンラ

イン開催となったが、定員を大きく超える参加があり、これは、両大学の教員養成教

育に対する高校生の関心が非常に強いものがあり、入学意欲も強いものがある証明と

考えられる。OC への参加者は地理的な制約から県内の参加者が大半ではあるが、両

大学の教員養成教育が高く評価されていることは、県内の教育学部入学希望者を確保

するという観点から、OC が非常に有効に機能しているといえる。 

（高校との意見交換等） 

高校の進路指導教員との意見交換の参加高校の状況を資料 D2 に示す。毎年、多く

の高校と意見交換会を行っている。出張授業については、学部・学類の教員全員の協

力を得て、県内高校を中心に受験者の多い高校などで数多くの出張授業を行っている

（資料 D3）。模擬授業と同時に学部・学類の紹介・広報も行い、志願者増につなげて

いる。  

石川県・富山県の教育委員会とは、資料 D4 に示すように各種多数の連携事業、共

同研究を展開している。金沢大学では、「学校指導アドバイザー事業」や「学校教育学

類研究員制度」を整備し、これらを通して、県内の小中高校から要請のある課題を発

掘して、それへの指導・助言活動を行い、また「連携講座」を開催し、県内現職教員

の研修にも参画している。富山大学では、「富山県主催の教育事業への学生派遣」を実

施し、学生の現場経験の機会を得ると同時に、学校現場への貢献を図って、県教育委

員会が実施している「11 年次教職員研修」の一部において、講師として教員を派遣し、

現場教員の研修に寄与している。これらを基に、県内高校に対して両大学の共同教員

養成課程の認知度を高め、各高校の在校生への周知・宣伝に活用している。 

(4) 人材需要の動向等社会の要請

新学習指導要領では、新時代に要請される能力を育てるとして、小学校からの英語

の教科化、情報・プログラミング教育の導入、理科教育の充実など新たな学びの方向

性が指摘されており、今後の小中学校教員にとって必須となる課題が提起されている。

小学校では令和２年から、中学校では令和３年から、新しい学習指導要領が始まる。

新学習指導要領の開始に際して、新たな学びには教員の指導力の向上が不可欠となる

ことから教育公務員特例法の一部改正が行われ、教員に求める資質能力、教員育成指

標の策定が各県教育委員会に義務付けられた。そこでは県が求める教員像を規定し、

教職課程修了時あるいは教員採用時に身につけている資質能力のほか、採用後のキャ
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リアパスの各段階における種々の指標を示し、これに従った教員の育成を進めること

とされている。 

石川県、富山県が必要としている、教職課程修了時に身につけているべき資質能力

については資料 E1 に示しているが、これに応える教員養成教育を着実に遂行してい

くことが両大学には求められている。教職課程修了時に身につけている資質能力と共

同教員養成課程での達成目標・学位授与方針(ディプロマ・ポリシー)との整合性、そ

れを実現する教育プログラムの提供などは、大学での学習計画等の高校側との意見交

換の際の鍵となる事項であり、様々な意見交換の機会を捉えて説明を行っている。 

資料 E2 には富山、石川両県の教育委員会教育長及び高等学校長協会会長からの要

望書を示している。両県ともに急速な技術革新、グローバル化、SDGs 教育の推進、GIGA

スクール構想、義務教育学校の設置など現代的な教育課題に対応できる質の高い教員

の確保が急務である中で、両大学の特色を生かした共同教員養成課程の設置構想、現

代的な教育課題に対応した先進的教育科目を含めたカリキュラムに大きな期待が寄

せられている。そして、両県ともに教員志望の高校生の多くが両大学を志望し、両県

の教員になっていくことから、児童生徒数の減少による教員需要の減少が予想される

中で、両県の教育水準の維持・向上のために長期的に、安定的に質の高い小学校教諭、

中学校・高等学校の各教科及び特別支援学校教諭の養成を維持できる共同教員養成課

程の設置構想に大きな期待を持っていることがわかる。 
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富山大学教育学部共同教員養成課程 

金沢大学人間社会学域学校教育学類共同教員養成課程 

学生の確保の見通し等を記載した書類（別添資料） 

目 次 

Ａ．入学定員算定関係資 

Ａ１．児童生徒数と教員数の推移等 p.２ 

Ａ２．富山大学卒業生・修了生の就職先アンケート p.10 

Ａ３．金沢大学学校教育学類の出身県別分布及び就職者分布（過去５年間） p.23 

Ｂ．入学志願状況等 

Ｂ１．志願倍率等（平成２８年度～令和２年度） p.24 

Ｂ２．周辺大学教育学部の入学試験倍率 p.28 

Ｂ３．最近５カ年における県内高校等出身者の割合 p.29 

Ｂ４．周辺大学教育学部の入学者の構成（出身県別） p.31 

Ｂ５．共同教育課程設置構想についてのアンケート結果 p.32 

Ｂ６．北陸３県の年齢別人口 p.38 

Ｂ７．北陸３県の大学等進学率 p.39 

Ｂ８．大学への進学者数の将来推計について p.40 

Ｃ．教員就職状況、教員需要をふまえた入学定員計画 

Ｃ１．県内大学の免許状況 p.57 

Ｃ２．北陸３県及び新潟県の公立小・中学校教員の年齢構成 p.58 

Ｃ３．教員養成課程の大学別就職状況 p.59 

Ｃ４．富山県・石川県教員採用試験における富山大学・金沢大学の学生の状況 p.60 

Ｃ５．富山大学の教員採用試験状況 p.61 

Ｄ．学生確保に向けた具体的な取り組み 

Ｄ１．オープンキャンパスの参加者数 p.63 

Ｄ２．高校の進路指導教員との意見交換、入試に関する説明会の参加状況 p.64 

Ｄ３．出前講義等の状況 p.65 

Ｄ４．県教育委員会との連携事業 p.66 

Ｅ．人材需要の動向等社会の要請 

Ｅ１．富山県・石川県教員育成指標 p.68 

Ｅ２．富山県・石川県の教育関係機関（教育長、高校長協会長）からの要望書 p.73 
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１ （書類等の題名） 

富山県における今後の教員退職者数見込み（【A1-2】３ページ） 

２ （出典） 

富山県教育委員会提供データ 

３ （引用範囲） 

富山県における平成 24 年～平成 44 年度の校種・教科別教員退職者見込み数 

なお，本資料は富山県教育委員会において，公表していないデータであるため，

公表しないものとする。 
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１ （書類等の題名） 

  今後の教員需要に基づく人間発達科学部における教員養成規模 

（【A1-3】４ページ） 

 

２ （出典） 

 富山県教育委員会提供データ 

 

 

３ （引用範囲） 

 富山県における平成 24 年～平成 44 年度の校種・教科別教員退職者見込み数 

 

 

４ （その他の説明） 

本資料では，以下の試算方法で，今後の教員需要に基づく人間発達科学部にお

ける教員養成規模を算出した。その際，教員退職予定者数のうち，教員需要計算

の基準となる，平成 42 年度末を赤枠で囲んだ。 

・「文部科学省が求める第 5 期中期計画期間中（平成 40～45 年度）」の地元（富

山県）の教員需要（退職者数）を基に，教員養成規模を試算する。 

・その際，第 5 期中期計画期間のうち，富山県の教員退職者数が最も少なくなる

平成 42 年度末を教員需要計算の基準とする。 

・人間発達科学部の養成規模は，富山県の公立学校教員採用における目標占有率

を設定した上で，基礎となる数値を計算し，更に教員就職状況の富山県内：県

外の比率に基づき，全体の数値を計算する。 

 

 

なお，本資料は富山県教育委員会において，公表していないデータを含んでい

るため，公表しないものとする。 
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富山大学人間発達科学部・人間発達科学研究科 卒業（修了）生の就職先調査の報告 

（小学校教員採用者対象） 

令和 2 年 1 月 29 日 

評価委員会 宮一志 

 本学部の教員養成に関する教育のあり方を改善検討するために、本学部・研究科卒業（修了）生の評価、

求める能力、学部・研究科への要望を採用先の小学校校長よりアンケート形式により調査した。 

・調査対象者

平成 28 年度～平成 30 年度に小学校教員として採用された本学部・研究科卒業（修了）生

・調査方法

調査時点（令和元年 11 月）で調査対象者が在籍している小学校校長にアンケート用紙を令和元年 11

月に送付し，調査対象者に関して回答していただき，返信用封筒にて回収した。 

対象となる本学部・研究科卒業（修了）生は 33 名であり，32 名分（回収率 97.0％）の回答があった。

回答していただいた小学校校長は 23 名であった。 

調査内容は 

（1） 調査対象者の基本情報（性別，卒業・修了の学部・研究科，卒業年度）

（2） 調査対象者の社会人としての資質・能力（4 段階評価）

（4：とても充足している，3：やや充足している，2：やや不足している，1：とても不足している） 

（3） 調査対象者の小学校教員としての資質・能力（4 段階評価）

（4：とても充足している，3：やや充足している，2：やや不足している，1：とても不足している） 

また，採用先の小学校校長に 

（1） 社会人として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと

（2） 小学校教員として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと

（3） 富山大学人間発達科学部の教育プログラムに対する評価

（4） 富山大学人間発達科学部の小学校教員養成に対する期待

に関して，自由記述で記載してもらった。 

【Ａ２】
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・結果

＜卒業生・修了生の資質・能力に関するアンケート調査＞ 

⼥性, 

19

男性, 

13

平成28年度〜30年度に採⽤された

卒業⽣・修了⽣

2

29

1

卒業・修了の学部・研究科

人間発達科学研究科

人間発達科学部

不詳

0

5

10

15

平成28年 平成29年 平成30年

採⽤年度

採⽤年度別 卒業年度

平成30年

平成29年

平成28年

平成27年

平成26年

平成25年

平成24年

平成23年

卒業年度
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0 5 10 15 20 25 30 35

総合評価

解決する能⼒

責任を持って⾏動する能⼒

コミュニケーション能⼒

プレゼンテーション能⼒

外国語の語学⼒

国際的な感覚

幅広い知識

卒業⽣・修了⽣の社会⼈としての資質・能⼒

4 3 2 1とても充足している とても不足している

0 5 10 15 20 25 30 35

総合評価

教師の仕事に対する使命感や誇り

子どもに対する愛情や責任感

子ども理解⼒

児童・⽣徒指導⼒

子どもとのコミュニケーション能⼒

集団指導の⼒

学級づくりの⼒

学習指導・授業づくりの⼒

教材解釈の⼒

豊かな人間性や社会性

道徳に関する指導⼒

英語に関する指導⼒

ICTを活⽤して授業を⾏う⼒

学校安全に関する⼒

特別の⽀援を必要とする児童の理解

卒業⽣・修了⽣の教員としての資質・能⼒

4 3 2 1とても充足している とても不足している

学生確保（資料） - 12



卒業生・修了生の社会人としての資質・能力に関する項目間の相関 

 

Pearson の積率相関係数を示しました。 

また，無相関検定の結果に応じて，以下の凡例を付しました。*: p < 0.05 

 

卒業生・修了生の教員としての資質・能力に関する項目間の相関 

 

 

Pearson の積率相関係数を示しました。 

また，無相関検定の結果に応じて，以下の凡例を付しました。*: p < 0.05 

 

＜教育プログラムに関するアンケート調査＞ 

 

 

総合評価（社会⼈） 解決する能⼒ 責任を持って⾏動す
る能⼒

コミュニケーション
能⼒

プレゼンテーション
能⼒

外国語の語学⼒ 国際的な感覚 幅広い知識

総合評価（社会⼈） 1 0.7412* 0.8629* 0.6916* 0.3824* 0.7027* 0.5908* 0.4425*

総合評価 （教員） 教師の仕事に対する
使命感や誇り

子どもに対する愛情
や責任感

子ども理解⼒ 児童・⽣徒指導⼒ 子どもとのコミュニ
ケーション能⼒

集団指導の⼒ 学級づくりの⼒

総合評価 （教員） 1 0.8931* 0.7494* 0.7728* 0.7613* 0.7663* 0.8056* 0.8479*

学習指導・授業づく
りの⼒

教材解釈の⼒ 豊かな⼈間性や社会
性

道徳に関する指導⼒ 英語に関する指導⼒ ICTを活⽤して授業
を⾏う⼒

学校安全に関する⼒ 特別の支援を必要と
する児童の理解

総合評価 （教員） 0.6549* 0.4958* 0.7114* 0.7463* 0.5828* 0.1209 0.5455* 0.4865*

0 5 10 15 20 25

学校インターンシップ（旧学級担任論）

子どもとのふれあい体験

観察実験アシスタント

地域教材研究（富山学）

教育プログラムに対する評価

4 3 2 1とても評価している まったく評価していない
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① 社会人として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと（自由

記述）

 対人（特に大人と接する際）マナーの基本。ある程度正しい敬語を使うこと

 時と場に応じた挨拶をしっかりと行い，人とのコミュニケーションが図れるようにしておいて欲し

いです。

 他者と協力し合うコミュニケーション力。自分の考えを持って前向きに取り組む力。困難なことがあ

っても，簡単にあきらめない粘り強さ"

 コミュニケーション能力

 コミュニケーション能力。失敗してもへこたれない忍耐力。意見交換し，考えを作り上げ，何かを実

行する力

 コミュニケーション能力。協働性。福祉経験（老人，介護施設）。ボランティア体験（施設など）

 相手に正確に伝わる文章を書く力や，相手の立場に立って物事を考えられる力，自分の行動が及ぼす

影響を考えることができる力など

 コミュニケーション能力。自己を改善していこうとする力

 挨拶，時間を守る，提出物を出す，上司，先輩から言われたことに耳を傾けるなどの基本的マナー

 様々な考えを持つ人々とのコミュニケーション能力，規範意識。子どもと直接かかわる以外に海外や

海，山などに出かけ，見聞を広め，様々な体験をしてほしい。

 様々な価値観を持つ人とも折り合いをつけたり協調したりして，共に取り組もうとする態度，自分の

考えを伝えあい，理解し合おうとするコミュニケーション力を育てていただきたい。

 周囲を気遣うことができる（お客さんや電話対応を含めて）

 忍耐強さや自己抑制力，そして何よりもやる気を持って物事にあたる気持ち

 自分が困ったりわからないことがあった時に，他社に尋ねたり助けを求めたりする関わる力を持っ

ている初任者は伸びます。

 先を見通して問題を解決していく能力。幅広い視野に立って物事を考える能力

 他者と協力し合うコミュニケーション能力

 コミュニケーション能力の育成。社会貢献活動や文化的事業への参画など広い視野を持つ経験

 良いこと悪いことをすべて含んだ幅広い経験。一般教養，しなやかなコミュニケーション能力

 一般的な社会人としてのマナー，接遇など

 他者とかかあり合うことやいろいろな人と語り合うこと（特に年上や知らない人と関わり合うこと

や自分の考えを語り合うこと）が必要と考える。また，飲み会や旅行など，どんなことでもよいが集

団を扱った企画・運営の経験をしてきてほしいと思っている。

 目標に向かって頑張り続ける力，コミュニケーション力，素直さや吸収力，明るく前向きな態度，協

調性，視野の広さ，礼儀の常識。

 相手の立場に立って考えようとする態度を身につけて欲しいです
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② 小学校教員として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと（自

由記述） 

 子どもたちの発達段階に応じた言葉かけ

 子どもたちに対して愛情をもって積極的に関わっていけるような力をつけて欲しいと願っています。 

 個別に支援を要する子どもへの温かい愛情。子ども一人一人を大切な存在として認める心。子どもの

可能性を信じ続ける心の広さ

 ユーモアのセンス（教壇では役者）。カウンセリングマインド。自己開示できる力（強さ）

 子どもを大切に思う資質（多様な面を見せる子どもを受け止める）。失敗してもへこたれない我慢強

さ

 コミュニケーションスキル。ボランティア体験（異業種）

 正しい鉛筆のもちから，整理整頓の仕方，時間を見通した行動，正確に文字を書くことなど，児童生

徒の手本となる基本的なふるまい

 コミュニケーション能力，人間を尊重する姿勢，基礎学力

 板書の漢字を間違わないなど基本的知識。同僚とのコミュニケーションをとれること。プリントやノ

ートをため込まない責任感など"

 読書をたくさんしてほしい。

 できるだけ多く現場に出て，実際に様々な子供と触れる機会を持ち，子供を理解しようとする態度，

進んで子供に関わろうとする態度を育てていただけるとありがたい。

 保護者への丁寧な対応の仕方

 まずはコミュニケーション能力，そして協調性，誠実さや思いやり，素直さのない教員は成長しな

い。

 現在の現場でのフィールドワークはかけがえのない経験になっていると思います。相手の困り感に

寄り添い，協働的に物事に取り組む力は大切だと思います。

 子供とのコミュニケーション能力。「報告・連絡・相談」がしっかりできること

 課題や問題を自ら解決する能力，解決しようとする熱意

 自ら学ぶ姿勢，旺盛なチャレンジ精神。児童理解につながる体験活動

 子供の心のとらえ方，洞察力。雑学を含んだ幅広い知識，積極的な行動力。スケールの大きな人間性

 話し方，子供の動かし方，チョークを使った文字の書き方など

 人の思いや気持ち（特にできない人，弱い立場の人）を理解できる，人としての資質を身に付けてき

てほしい。また，いろいろなことに積極的に挑戦したり，歯を食いしばって最後までやり遂げる経験

をしてきてほしい。

 子供理解力，聴く力，全体把握力，様々な異なった考えに耳を傾ける力，様々な年代，職種の人たち

と十分会話すること。

 あきらめずに頑張り続けようとする力があるとよいです
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③ 富山大学人間発達科学部の小学校教員養成に対する期待（自由記述）

 貴大学に対する期待は今でも大きく，富山教育の良さを感じた（体験した）人材の育成をお願いした

い

 学びのアシストや観察実験アシスタントで学校現場に来る学生さんは，子供たちにとっては「先生」

です。現場で助けてもらうことも多いのですが，「先生」という自覚をしっかりもってきていただき

たいです。

 アンケートもよいと思いますが，勤務校を訪問され，実際の指導をご覧になる方が大学の教育改革に

有効だと思います。

 教員志望者が減少している現状の中，仕事は少し大変かもしれないが，やりがいのある仕事であるこ

とをこれまで以上に教えていただければ幸いです。

 県の教育界を引っ張っていく人材の育成を期待しています。

 富山県小学校の中核となって活躍できる人材育成

 元気に明るく子供や保護者とコミュニケーションをとることができる人材を今後も多く輩出してい

ただきますよう切に祈念し，気持のみになるかもしれませんが心より応援しております

 基礎学力は大切だと思いますし，仲間とともにプロジェクトを進める力も大切だと思います。

 若手育成には学校現場ももちろん力を入れていかなければならないし，それを怠るつもりもありま

せん。しかし，資質がとてもかけ離れた人が現場に来た時，そこにかける労力ははかり知れず，犠牲

にしたものも多かったです。「給料をもらって働く」「責任」が認識でき，子供のために頑張れる思い

と最低限の資質を持った人が教員として来てもらえたら現場は助かります。大学の方も大変なのは

十分承知ですが，どうぞよろしくお願いいたします。

 初任者でもベテランも，今の保護者は同じような指導力を求めがちです。学校は初任者を長い目で大

切に育てたいと考えています。いろいろな体験を重ねて，ちょっとやそっとじゃ折れない心と，くじ

けそうになった時の対処法も学ばせていただければ幸いです。よろしくお願いいたします。

 学校に学びのアシストなど来られた学生の方々には，子供の良さ，子供とのかかわり，教育に携わる

ことのやりがいについて話している。ぜひ，多くの若者が教員を志し，情熱を持った多くの教員が誕

生すれば頼もしいと思っている。よろしくお願いします。

 ぜひ富山県で教員を目指してほしい

 教員採用試験の倍率が低迷の一途をたどっている現在，富大の教員養成にかける期待は大変大きい。

地元の私立大学出身の学生がどんどん教員に採用されてくることに多少なりとも危機感を抱いてい

るのは私だけではないと思う。富大には本当に頑張ってほしい。

 子供の成長をはぐくむことのできる教師という職業のやりがいを感じられるような学びの場を体験

してほしいです。

 教員採用試験を受験する学生が減っているので，教員を志望する学生を増やしてほしい。

 小学校教員は，子供たちの夢を引き出し，やり遂げる力を見守り育て，やがて未来を創っていく素晴

らしい仕事です。免許を必ず取得し，若い力を現場で生かしてください。子供たちが待っています。

 よりしなやかな人間性のある学生を今まで以上に輩出していただくことを希望します。

 音楽科，図工科において専門性を持った小学校教諭がどんどん少なくなってきています。これから専

科の教員の需要も増えていくと思われます。教育学部時代に合った音楽科，図工科の代替になるよう
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な課程を復活できないものだろうか。（専門課程がなくなったことから，小学校における音楽教育，

図工教育を担うものが減っているのが現状です。 

 教職への夢と希望，熱い思いを持った人材を育成してほしい。 

 よりよい社会人としての資質を高め，その上に立って専門的な知識・技能を身に付け，教員としての

思考・判断ができるように育てていただきたく存じます。 

 子供を大切に思う心情に厚い教員を養成いただければと思います 
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・考察 

富山大学人間発達科学部・人間発達科学研究科 卒業（修了）生（小学校教員採用者対象）の就職先調

査より，本学の卒業（修了）生の社会人としての資質・能力（総合評価）の平均は 2.9（4 段階評価），教

員としての資質・能力（総合評価）の平均は 2.9（4 段階評価）であり，すべての項目において平均 2.5

以上と社会人，教員としての能力はおおむね充足していると評価された。社会人として，および教員とし

ての資質・能力（総合評価）でともに 1；とても不足している，と評価された卒業生が 1 名おり，今後の

検討課題と考えられた。社会人としての資質・能力（総合評価）は，「解決する能力」，「責任を持って行

動する能力」，「外国語の語学力」と強い相関があった。また，教員としての資質・能力（総合評価）は，

「教師の仕事に対する使命感や誇り」，「子どもに対する愛情や責任感」，「こども理解力」，「子どもとのコ

ミュニケーション能力」，「集団指導の力」，「学級づくりの力」，「豊かな人間性や社会性」，「道徳に関する

指導力」と強い相関があった。 

富山大学人間発達科学部・人間発達科学研究科の教育プログラムに対しては，4；とても評価している，

3；やや評価している，がほとんどであり，高評価であることが分かった。 

「社会人として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと」に対す

る自由記述では，基本的なマナー，およびコミュニケーション能力に関する意見が多くみられた。「小学

校教員として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいこと」に対する自

由記述では，子どもへの愛情を持った関りや子どもを理解しようとする姿勢，そしてコミュニケーショ

ン能力に関する意見が多くみられた。「富山大学人間発達科学部の小学校教員養成に対する期待」に対す

る自由記述では，さまざまな意見が記載されていたが，富山大学での教員養成に対する強い期待が多く

みられた。 

本調査は，富山大学人間発達科学部・人間発達科学研究科 卒業（修了）生（小学校教員採用者対象）

の就職先調査として初めての調査であり，今後はこの調査結果を基礎資料として，教委養成の向上のた

めの対策を検討していくことが望まれる。 
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富山大学人間発達科学部の教育改善に向けた大学教育の成果に関する 

アンケート調査のお願い 

 

平素、富山大学人間発達科学部卒業生の教員採用に関しまして、一方ならぬご支援をい

ただき誠にありがとうございます。 

さて、昨今の大学改革の流れを受けて、本学部でも学生の進路先の期待により応える教

育の実施に向けて検討を進めております。このたび、学部における教育の方向性を確認す

るため、本学部卒業生を小学校教員として採用された学校を対象に本学部卒業生の評価、

および大学教育に期待することを調査させていただくこととなりました。ご多忙中とは存

じますが、趣旨をご理解いただきご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

【調査に関する留意事項など】 

1. いただいた回答は統計的に処理を行い、個別の回答結果を外部に公開することはあり

ません。 

2. 回答に迷う場合は最も近いものを選んで回答してください。回答しづらい、もしくは

回答したくない設問に関しては空欄で結構です。 

3. 本アンケートは令和元年 11 月末日までに同封の返信用封筒でお送り願います。 
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富山大学人間発達科学部の教育改善に向けた卒業生・修了生の資質・能力に関する 

アンケート調査

本調査は平成 28 年度～平成 30 年度に富山県小学校教員に採用された富山大学人間発達科学部卒業

生・人間発達科学研究科修了生を対象として、調査時に在籍している小学校の校長先生に記入をお願い

しております。 

項目（１）～（３）は対象となる卒業生・修了生ごとに 1 人 1 枚ご記入してください。 

次の項目で、該当する数字に○をつけるか、語句をご記入のうえ、御回答ください。 

（1） 評価対象者の基本情報

① 性別

1. 男性 2. 女性

② 卒業年度

平成（ ）年度 富山大学（ 1. 人間発達科学部卒業 2. 人間発達科学研究科修了）

③ 採用年度

1. 平成 28 年度 2. 平成 29 年度 3. 平成 30 年度

（2） 当該卒業生・修了生の社会人としての資質・能力

とても充足 

している 

やや充足 

している 

やや不足 

している 

とても不足 

している 

① 総合評価 4 3 2 1 

② 課題や問題を自ら解決する能力 4 3 2 1 

③ 
組織や社会の一員として 

責任を持って行動する能力 
4 3 2 1 

④ 他者と協力し合うコミュニケーション能力 4 3 2 1 

⑤ 
口頭発表、説明、討論などの 

プレゼンテーション能力 
4 3 2 1 

⑥ 
母語以外の外国語（英語など）の語学力 

（聞く、話す、読む、書く） 
4 3 2 1 

⑦ 国際的な視点で考えることや国際的な感覚 4 3 2 1 

⑧ 教養教育などによる幅広い知識 4 3 2 1 
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（3） 当該卒業生・修了生の小学校教員としての資質・能力

とても充足 

している 

やや充足 

している 

やや不足 

している 

とても不足 

している 

① 総合評価 4 3 2 1 

② 教師の仕事に対する使命感や誇り 4 3 2 1 

③ 子どもに対する愛情や責任感 4 3 2 1 

④ 子ども理解力 4 3 2 1 

⑤ 児童・生徒指導力 4 3 2 1 

⑥ 子どもとのコミュニケーション能力 4 3 2 1 

⑦ 集団指導の力 4 3 2 1 

⑧ 学級づくりの力 4 3 2 1 

⑨ 学習指導・授業づくりの力 4 3 2 1 

➉ 教材解釈の力 4 3 2 1 

⑪ 豊かな人間性や社会性 4 3 2 1 

⑫ 道徳に関する指導力 4 3 2 1 

⑬ 英語に関する指導力 4 3 2 1 

⑭ ICT を活用して授業を行う力 4 3 2 1 

⑮ 学校安全に関する知識 4 3 2 1 

⑯ 
発達障害、外国籍児童など 

特別の支援を必要とする児童の理解 
4 3 2 1 
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富山大学人間発達科学部の教育改善に向けた教育プログラムに関するアンケート調査 

本調査は小学校の校長先生からの人間発達科学部の学生に対する期待、および教育プログラムが教員

養成にどの程度貢献しているかに関する記入をお願いしております。 

次の項目で、該当する数字に○をつけるか、語句をご記入のうえ、御回答ください。 

（1） 社会人として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいことなどを

自由にご記入ください。

（2） 小学校教員として、学生時代に身につけておいて欲しい能力や資質、経験しておいて欲しいことな

どを自由にご記入ください。

（3） 富山大学人間発達科学部の教育プログラムに対する評価（別紙資料）

とても評価 

している 

やや評価 

している 

あまり評価 

していない 

まったく評価 

していない 

① 

学校インターンシップ 

（旧学級担任論） 

「学びのアシスト」および 

「スタディ・メイト・ジュニア」 

（県教育委員会との連携事業）

4 3 2 1 

② 子どもとのふれあい体験 4 3 2 1 

③ 
観察実験アシスタント 

（県教育委員会との連携事業） 
4 3 2 1 

④ 地域教材研究（富山学） 4 3 2 1 

（4） 富山大学人間発達科学部の小学校教員養成に対する期待などを自由にご記入ください。
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【Ｂ８】

出典:
文部科学省　 将来構想部会(第13回)　資料２「大学への進学者数の将来推計について」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/042/siryo/__icsFiles/

afieldfile/2018/03/08/1401754_03.pdf
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☆ 「グローバル戦略」展開の一環として2020年を目途に留学生受入れ30万人を目指す。

☆ 大学等の教育研究の国際競争力を高め、優れた留学生を戦略的に獲得。

☆ 関係省庁・機関等が総合的・有機的に連携して計画を推進

２．入試・入学・入国の入り口の改善
～日本留学の円滑化～

○大学の情報発信強化

○渡日前入学許可の推進

○各種手続きの渡日前決定促進

○大学の在籍管理徹底と

入国審査等の簡素化 など

４．受入れ環境づくり

～安心して勉学に専念できる環境への取組み～

○渡日1年以内は宿舎提供を可能に

○国費留学生制度等の改善・活用

○地域・企業等との交流支援・推進

○国内の日本語教育の充実

○留学生等への生活支援 など

５．卒業・修了後の社会の受入れの推進

～日本の社会のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化～

○産学官が連携した就職支援や起業支援

○在留資格の明確化、在留期間の見直しの検討等

○帰国後のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの充実 など

外務省

法務省

経済産業省

厚生労働省

国土交通省

文部科学省

ポ
イ
ン
ト

○積極的留学情報発信

○留学相談強化

○海外での日本語教育の充実 など

～日本留学への動機づけと
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの展開～

１．日本留学への誘い

大 学 等
海外拠点 在外公館

独立行政法人
海外事務所

連携連携

母国で入学
手続きを
可能に！

３．大学等のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進

～魅力ある大学づくり～

○国際化拠点大学(30)の
重点的育成

○英語のみによるコースの拡大

○ﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰ、短期留学等の推進

○大学等の専門的な組織体制の強化

など

企 業 地 域連携 連携

連携
支援

留 学

帰 国

就 職

情報発信

宿舎宿 舎 奨学金 交流支援日本語 生活支援

「留学生３０万人計画」骨子の概要

留学生の
雇用の促進

情報
発信

母国であらゆる
留学情報の入手
を可能に！

国際色豊かな
キャンパスに

総合的
有機的
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連携
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 C1  富⼭・⽯川両県内⼤学の幼稚園・⼩学校・中学校教科・特別⽀援免許状況

富⼭県

国語 数学 理科 社会 英語 保体 ⾳楽 美術 家庭 技術
富⼭⼤学 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
A⼤学 〇 〇

⽯川県

国語 数学 理科 社会 英語 保体 ⾳楽 美術 家庭 技術
⾦沢⼤学 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
A⼤学 〇 〇 〇 〇 〇 〇
B⼤学 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
C⼤学 〇 〇 〇
D⼤学 〇 〇
E⼤学 ○ 〇 〇
F⼤学 〇 〇
G⼤学 ○
H⼤学 ○

特別
⽀援

特別
⽀援

⼩学校
中学校

幼稚園

⼩学校
中学校
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出典：文部科学省『資料２ 令和２年３月卒業者の大学別就職状況』
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kyoushoku/kyoushoku/1413296_00002.htm
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